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            主     文 

１ 原判決中第１審被告敗訴部分を破棄し，同部分につ

き第１審判決を取り消す。 

２ 前項の部分につき，滋賀県労働委員会及び滋賀県収

用委員会の各委員の月額報酬に係る公金の支出の差

止めを求める訴えを却下し，第１審原告のその余の

訴えに係る請求を棄却する。 

３ 本件附帯上告を棄却する。 

４ 訴訟の総費用は第１審原告の負担とする。 

            理     由 

 第１ 事案の概要 

 本件は，滋賀県の住民である第１審原告が，滋賀県特別職の給与等に関する条例

（昭和２８年滋賀県条例第１０号。平成２３年滋賀県条例第１７号による改正前の

もの。以下「本件条例」という。）の規定のうち滋賀県労働委員会，滋賀県収用委

員会及び滋賀県選挙管理委員会の各委員に月額制の報酬を支給することを定める規

定が地方自治法（以下「法」という。）２０３条の２第２項に反する違法，無効な

ものであると主張して，第１審被告に対し，法２４２条の２第１項１号に基づき上

記報酬に係る公金の支出の差止めを求める事案である。 

 第２ 上告代理人飯田和宏の上告理由について 

 民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは，民訴法３１２条

１項又は２項所定の場合に限られるところ，本件上告理由は，違憲をいうが，その

実質は単なる法令違反を主張するものであって，上記各項に規定する事由のいずれ
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にも該当しない。 

 第３ 附帯上告人の附帯上告理由について 

 民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは，民訴法３１２条

１項又は２項所定の場合に限られるところ，本件附帯上告理由は，違憲をいうが，

その実質は単なる法令違反を主張するものであって，上記各項に規定する事由のい

ずれにも該当しない。 

 第４ 職権による検討 

 記録によれば，月額報酬制を採っていた平成２３年３月分までの滋賀県労働委員

会及び滋賀県収用委員会の各委員（会長を含む。以下同じ。）の報酬は，既に全額

が支給されていることが認められる。さらに，本件条例の規定は，平成２３年滋賀

県条例第１７号により改正され，上記各委員会に関しては，それぞれ勤務日数１日

につき，会長に各２万７８００円，それ以外の委員に各２万４７００円の報酬を支

給する日額報酬制を採ることとされ，上記改正条例は平成２３年４月１日から施行

されているところである。以上によれば，滋賀県が将来において滋賀県労働委員会

及び滋賀県収用委員会の各委員について月額報酬に係る公金を支出する蓋然性は存

しない。そうすると，上記各委員会については，法２４２条の２第１項１号に基づ

く差止めの対象となる行為が相当程度の確実さをもって予測されるとはいえないこ

とが明らかである。 

 したがって，第１審原告が第１審被告に対し滋賀県労働委員会及び滋賀県収用委

員会の各委員の月額報酬に係る公金の支出の差止めを求める訴えは，不適法という

べきである。 

 第５ 上告代理人飯田和宏の上告受理申立て理由（前記第４の訴えに係る部分を
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除く。）について 

 １ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

 (1) 昭和３１年法律第１４７号による改正（以下「昭和３１年改正」とい

う。）前の地方自治法は，普通地方公共団体の議会の議員，委員会の委員等の普通

地方公共団体の非常勤の職員に対しては報酬及び費用弁償を支給し（同法２０３条

１項，２項），普通地方公共団体の常勤の職員に対しては給料及び旅費を支給し

（同法２０４条１項），これらの額及び支給方法については条例で定めることとし

ていた（同法２０３条３項，２０４条２項）。 

 (2) 昭和３１年改正において，閣議決定を経て国会に提出された当初の法律案

（以下「政府案」という。）は，同改正前の地方自治法２０３条１項の次に２項と

して，単に「前項の職員の中議会の議員以外の者に対する報酬は，その勤務日数に

応じてこれを支給する。」との規定を新設するというものであったが，衆議院地方

行政委員会における政府案についての審議では，いわゆる行政委員会の委員を念頭

において上記規定を設けることに反対する趣旨の質問が複数の議員からされるなど

し，上記規定に「但し，条例で特別の定をした場合は，この限りでない。」とのた

だし書を加える修正案が議員により提出された。そして，上記修正を加えた内容で

地方自治法の一部を改正する法律案が可決されて成立した。 

 (3) 昭和３１年改正によって新設された上記修正後の上記規定は，平成２０年

法律第６９号による改正により，法２０３条の２第２項として規定されることとな

った。 

 (4) 本件条例４条及び別表２は，法２０３条の２第２項ただし書に基づく特別

の定めとして，滋賀県選挙管理委員会の委員長以外の委員（以下「本件委員」とい
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う。）の報酬について，月額制を採りその月額を２０万２０００円とする旨を定め

ている（以下，この規定を「本件規定」という。なお，平成２３年滋賀県条例第１

７号により，その月額は１７万８０００円に減額された。）。 

 (5) 滋賀県選挙管理委員会は，４名の委員によって構成され，委員の中から１

名が選挙で委員長に選出される。同委員会の業務は，衆議院（小選挙区選出）議

員，参議院（選挙区選出）議員，県議会の議員及び県知事の選挙の管理（公職選挙

法５条），選挙に関する啓発，周知（同法６条１項），選挙の効力等に関する異議

の申出や審査の申立てに係る業務（同法２０２条等），条例の制定又は改廃の請求

に係る業務（法７４条等）等であり，選挙の管理に係る業務は，選挙人名簿の登録

・管理，選挙の告示，開票，当選人の決定等に係る各種事務のほか，選挙運動の規

制など広範で多岐にわたっている。また，同委員会は，地方公務員法６条１項に基

づき，その職員の任命等を行う権限も有している。 

 滋賀県選挙管理委員会の委員は，月１回開催される定例会及び臨時に開催される

臨時会に出席して，選挙や政治団体等に関連する事項について議決，協議等を行っ

ている。選挙関係の用務や各種団体の総会への出席も，委員の職務である。 

 本件委員につき，定例会，臨時会，選挙用務及び各種団体行事に係る出席等の日

数のうち同一の日にされたものを１日として算定した平成１５年度から同２０年度

までの１人当たりの月間の平均登庁実日数（以下，単に「平均登庁実日数」とい

う。）は，１．８９日であり，これを基にした１日当たりの報酬は，国における非

常勤の職員に係る報酬の上限の３．０２倍になる。 

 ２ 原審は，上記事実関係等の下において，要旨，次のとおり判断して，本件委

員の月額報酬に係る公金の支出の差止めを求める第１審原告の請求を認容すべきも
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のとした。 

 (1) 本件委員の報酬については，その職務の内容・性質，勤務態様，地方の実

情等に照らし，法２０３条の２第２項本文の日額報酬制の原則によらずに月額報酬

制を採ることを相当とするような特別な事情があるかどうかを検討し，本件規定が

同項本文の原則に矛盾抵触して著しく妥当性を欠く状態になっており，そのような

状態が相当期間内に是正されていないといえる場合には，本件委員について月額報

酬制を定める本件規定は，議会の裁量権の範囲を逸脱するものとして，同項に違反

し違法，無効となるというべきである。 

 (2) 本件委員の平均登庁実日数は１．８９日であり，これを基にした１日当た

りの報酬は国における非常勤の職員に係る報酬の上限の３．０２倍になるというの

であり，登庁実日数に係る勤務以外にも実質的に勤務を要することがあり得ること

を考慮しても，本件委員につき月額報酬制を採ることを相当とする特別な事情があ

ると認めることは困難であって，本件委員について月額報酬制を採る本件規定は，

法２０３条の２第２項本文の原則に矛盾抵触して著しく妥当性を欠く状態になって

おり，そのような状態が平成１５年度以降継続し，既に是正のために必要な相当期

間が経過していると認めるのが相当であるから，議会の裁量権の範囲を逸脱するも

のとして，同項に違反し違法，無効というべきである。 

 ３ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次

のとおりである。 

 (1) 法２０３条の２第２項ただし書は，普通地方公共団体が条例で日額報酬制

以外の報酬制度を定めることができる場合の実体的な要件について何ら規定してい

ない。また，委員会の委員を含め，職務の性質，内容や勤務態様が多種多様である
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普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。以下「非常勤職員」と

いう。）に関し，どのような報酬制度が当該非常勤職員に係る人材確保の必要性等

を含む当該普通地方公共団体の実情等に適合するかについては，各普通地方公共団

体ごとに，その財政の規模，状況等との権衡の観点を踏まえ，当該非常勤職員の職

務の性質，内容，職責や勤務の態様，負担等の諸般の事情の総合考慮による政策

的，技術的な見地からの判断を要するものということができる。このことに加え，

前記１(2)の昭和３１年改正の経緯も併せ考慮すれば，法２０３条の２第２項は，

普通地方公共団体の委員会の委員等の非常勤職員について，その報酬を原則として

勤務日数に応じて日額で支給するとする一方で，条例で定めることによりそれ以外

の方法も採り得ることとし，その方法及び金額を含む内容に関しては，上記のよう

な事柄について最もよく知り得る立場にある当該普通地方公共団体の議決機関であ

る議会において決定することとして，その決定をこのような議会による上記の諸般

の事情を踏まえた政策的，技術的な見地からの裁量権に基づく判断に委ねたものと

解するのが相当である。したがって，普通地方公共団体の委員会の委員を含む非常

勤職員について月額報酬制その他の日額報酬制以外の報酬制度を採る条例の規定が

法２０３条の２第２項に違反し違法，無効となるか否かについては，上記のような

議会の裁量権の性質に鑑みると，当該非常勤職員の職務の性質，内容，職責や勤務

の態様，負担等の諸般の事情を総合考慮して，当該規定の内容が同項の趣旨に照ら

した合理性の観点から上記裁量権の範囲を超え又はこれを濫用するものであるか否

かによって判断すべきものと解するのが相当である。 

 (2) 本件における上記の諸般の事情のうち，まず，職務の性質，内容，職責等

については，そもそも選挙管理委員会を始め，労働委員会，収用委員会等のいわゆ
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る行政委員会は，独自の執行権限を持ち，その担任する事務の管理及び執行に当た

って自ら決定を行いこれを表示し得る執行機関であり（法１３８条の３，１３８条

の４，１８０条の５第１項から３項まで），その業務に即した公正中立性，専門性

等の要請から，普通地方公共団体の長から独立してその事務を自らの判断と責任に

おいて，誠実に管理し執行する立場にあり（法１３８条の２），その担任する事務

について訴訟が提起された場合には，その長に代わって普通地方公共団体を代表し

て訴訟追行をする権限も有する（法１９２条等）など，その事務について最終的な

責任を負う立場にある。その委員の資格についても，一定の水準の知識経験や資質

等を確保するための法定の基準（法１８２条１項，土地収用法５２条３項等）又は

手続（法１８２条１項，労働組合法１９条の１２第３項，土地収用法５２条３項

等）が定められていることや上記のような職責の重要性に照らせば，その業務に堪

え得る一定の水準の適性を備えた人材の一定数の確保が必要であるところ，報酬制

度の内容いかんによっては，当該普通地方公共団体におけるその確保に相応の困難

が生ずるという事情があることも否定し難いところである。そして，滋賀県選挙管

理委員会の業務も，前記１(5)のとおり，国会及び県議会の議員並びに県知事の選

挙の管理という重要な事項に関わるものを中心とする広範で多岐にわたる業務であ

り，公正中立性に加えて一定の専門性が求められるものということができる。 

 また，勤務の態様，負担等については，本件委員の平均登庁実日数は１．８９日

にとどまるものではあるものの，前記１(5)のように広範で多岐にわたる一連の業

務について執行権者として決定をするには各般の決裁文書や資料の検討等のため登

庁日以外にも相応の実質的な勤務が必要となる上，選挙期間中における緊急事態へ

の対応に加えて衆議院や県議会の解散等による不定期な選挙への対応も随時必要と
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なるところであり，また，事件の審理や判断及びこれらの準備，検討等に相当の負

担を伴う不当労働行為救済命令の申立てや権利取得裁決及び明渡裁決の申立て等を

処理する労働委員会や収用委員会等と同様に，選挙管理委員会も選挙の効力に関す

る異議の申出や審査の申立て等の処理については争訟を裁定する権能を有しており

（公職選挙法２０２条等），これらの争訟に係る案件についても，登庁日以外にも

書類や資料の検討，準備，事務局等との打合せ等のために相応の実質的な勤務が必

要となるものといえる。さらに，上記のような業務の専門性に鑑み，その業務に必

要な専門知識の習得，情報収集等に努めることも必要となることを併せ考慮すれ

ば，選挙管理委員会の委員の業務については，形式的な登庁日数のみをもって，そ

の勤務の実質が評価し尽くされるものとはいえず，国における非常勤の職員の報酬

との実質的な権衡の評価が可能となるものともいえない。なお，上記の争訟の裁定

に係る業務について，一時期は申立て等が少ないとしても恒常的に相当数の申立て

を迅速かつ適正に処理できる態勢を整備しておく必要のあることも否定し難いとこ

ろである。 

 以上の諸般の事情を総合考慮すれば，本件委員について月額報酬制を採りその月

額を２０万２０００円とする旨を定める本件規定は，その内容が法２０３条の２第

２項の趣旨に照らして特に不合理であるとは認められず，県議会の裁量権の範囲を

超え又はこれを濫用するものとはいえないから，同項に違反し違法，無効であると

いうことはできない。 

 ４ これと異なる原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違

反があり，論旨は理由がある。 

 第６ 結論 
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 以上説示したところによれば，原判決のうち第１審被告敗訴部分は破棄を免れ

ず，同部分につき第１審判決を取り消し，本件訴えのうち前記第４の訴えを却下

し，第１審原告のその余の訴えに係る請求を棄却すべきであり，本件附帯上告は棄

却すべきである。 

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。なお，裁判官横田尤

孝の補足意見がある。 

 裁判官横田尤孝の補足意見は，次のとおりである。 

 事案に鑑み，若干の意見を述べる。 

 選挙管理委員会等の行政委員会の委員を含む普通地方公共団体の非常勤職員に対

する報酬の在り方は，地方公共団体内部の組織の在り方の一部をなす事項であり，

地方公共団体の自治組織権に含まれるものであって，本来的には地方公共団体の自

主的な決定によるのが相当な事柄であるといえる。地方自治法（以下「法」とい

う。）の昭和３１年改正の趣旨は，このような事柄の性質も踏まえた上で，非常勤

職員の報酬制度について，地方公共団体の非常勤職員には本件のような行政委員会

の委員のほかに審議会の委員，投票管理者，選挙立会人など様々な者が含まれると

いう前提の下，その職務内容，勤務実態等について最もよく知り得る立場にありそ

の住民によって民主的に選挙されて当該地方公共団体の意思を決定し得る機関であ

る地方公共団体の議会の政策的な判断に委ねたものと解されるのである。したがっ

て，地方公共団体は，各非常勤職員の勤務日数・時間（登庁日以外の実質的な仕事

の負担・対応を含む。）のみならず，職務の性質，権限の性質・内容，職責，選任

されることにより受ける各種の制約，人材を確保するための報酬額の在り方，その

他当該地方公共団体の財政規模とその状況等の諸般の事情を総合考慮して，自主的
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に条例で定めることができるものというべきである。 

 このように，法は，いかなる非常勤職員について，その報酬の支給を日額報酬制

以外のいかなる方法をもってするかについて，地方公共団体の議会に裁量権を付与

したものと解するのが相当であるが，他方，地方公共団体の議会の裁量権は無限定

ではなく，報酬というものの性質や法２０３条の２第２項ただし書が地方公共団体

の議会に裁量権を与えた趣旨等からする合理的限界が存するのは当然のことという

べきである。 

 この点に関し，原判決は，「今日では，多くの地方公共団体において財政的困難

に直面し，首長等が法や条例で規定されている給与を一部カットする非常措置をと

ったり，職員の給与に減額措置をとるような状況に立ち至っていることは周知の事

実である。また，一般にも，より適正，公正，透明で，説明可能な行政運営が強く

求められる社会状況になって」いると判示しているところ，その状況認識・指摘自

体は妥当なものと思われる。また，被上告人の主張によれば，本件の１審判決後少

なからざる地方公共団体において行政委員会の委員の月額報酬条例が日額報酬制に

改正されているとのことであり，滋賀県においても，同県労働委員会及び収用委員

会の各委員（会長を含む。）について，平成２３年４月１日から，それまでの月額

報酬制を日額報酬制に変更しているところである。 

 このような社会状況の変化等にも鑑みると，地方公共団体にあっては，当該地方

公共団体における非常勤職員の報酬制度につき，報酬額の水準等を含め，法２０３

条の２第２項の趣旨にのっとった適正，公正で住民に対して十分に説明可能な合理

的内容のものとなるよう，前記考慮事情を踏まえながら適切かつ柔軟に対応するこ

とが望まれる。 
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(裁判長裁判官 横田尤孝 裁判官 宮川光治 裁判官 櫻井龍子 裁判官 

金築誠志 裁判官 白木 勇) 


